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国際的なM&Aに踏み出す中国

China steps towards international M&A

WTOへの加盟を経て、中国は外国企業の国内参入への道を開くべく、法規制を変えてきた。今後バイオ業界での

業務提携が増え、技術発展へとつながっていくかもしれない。

インビトロジェン社が中国の同業

企業である上海博亜生物技術社

(BioAsia) を買収した。これは生命

科学分野での外国企業による大きな

買収事例としては最初のものである。

外国企業による中国での合併買収

(M&A) に関して中国の法的枠組みが

最近変化したことで、こういった動

きが現実のものとなった。ただし、

外国のバイオ企業はこれまで、主と

して製造や一部の研究活動を中国に

委託することへの関心はもっていた

ものの、研究開発機能の買収に関し

てはまだ機が熟しているとはいえな

いのが現状だろう。

　バイオ研究の装置や試薬を製造し

ているインビトロジェン社 ( 米国カ

リフォルニア州カールズバッド )は、

塩基配列解読用試薬を製造する上海

博亜生物技術社を 2004 年 12 月に

800万ドル (約 8.4 億円 ) で買収し、

これによって中国国内での販売拠点

18 カ所を獲得した。2004 年 12 月

以降、中国では医薬品とバイオ製品

について、中国の代理店を通さずに

海外企業からの直接販売が可能にな

った。これは、2001 年に実現した

中国のWTO加盟がもたらした変化

である。上海に拠点を置くインビト

ロジェン社アジア太平洋地域総支配

人の Jeff Greenberg は、「外国 ( 多

国籍企業 ) への市場開放によってこ

のプロセスは全体的に透明性と柔軟

性が増したのです」と説明している。

Greenberg は今回の買収について、

インビトロジェン社が中国市場に参

入する上で、合弁企業を設立したり、

独自資本のみで企業を新設したりす

るよりも正しい判断だったと確信し

ている。

　法律事務所ポール・ヘイスティン

グス社の上海オフィスに所属する弁

護士 Tony Chen によれば、今回の

インビトロジェン社の動きが可能と

なったのは、最近、外国企業が中国

で投資を行いやすくなるような法改

正が打ち出されたことにもよるとい

う。2004 年 10 月に中国政府が打

ち出した新たな政策によって、外国

からの投資は 30 日間という短期間

で審査されることとなっている。1

億ドル ( 約 105 億円 ) 未満の投資の

場合、かつては中央政府の承認が必

要であったが、今後は地方当局の承

認のみですむ。また審査されるのは、

環境や国家安全保障上の問題がない

かどうかのみとなる。

　2005 年初頭に改訂された『外商

投資産業指導目録』のなかで、中国

は外国からの投資を活性化すべき分
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野としてバイオの研究、開発および

製造を挙げている。これによってバ

イオ業界の企業は法人所得税軽減措

置を受けることができ、税率は国内

企業が納税する 33%に対して平均で

およそ半分となる。このほか、外国

企業が中国の銀行から融資を受ける

ことができるという優遇政策もある。

また、外国の研究開発施設は無関税

で設備を輸入することができ、研究

への再投資を行うならば収入は非課

税となる。インビトロジェン社が買

収を行ったのは、中国の研究施設の

利用というよりは中国市場への参入

を目的としたものであるが、試薬の

分野以外のバイオ企業はこの新たな

研究開発優遇措置の恩恵にあずかる

ものとみられる。上海睿星遺伝子技

術社 (Shanghai Genomics) 執行副

社長の Jun Wuは、「私の知る限りで

も、米国の主要なバイオ企業には研

究委託から合弁設立に至るまで中国

にビジネスパートナーを求めている

ところが多数あります」と話す。た

とえば、タノックス社やジェンザイ

ム社、ジェネンテック社などの米国

企業が中国でパートナーを探してお

り、ハイブリジェニクス社やモロゲ

ン社などヨーロッパの競合企業はす

でに大規模な共同研究開発が合意に

至っている（上記コラム参照）。Wu

はさらに、「（外国企業が）中国に来

るのは、新興の巨大市場が目当てで

あるばかりでなく、国内に現れはじ

めた革新的な施設のためでもある」

とも語っている。

　とはいえ、中国企業の研究開発施

設を得るために外国企業が買収を

図るという状況にはまだ至っていな

い。外国企業が前向きにならないの

は、中国の知的財産権保護に関して

懸念があるとともに、中国国内での

ビジネスチャンスを認識していない

ためである。しかしそもそも、復

旦大学国際金融学科 ( 上海 ) 教授の

Luyang Zhang によれば、中国の金

融システムはまだ十分に強固ではな

く、外国企業はおろか国内企業によ

るバイオ新薬の研究開発さえ支援し

きれないのが実情で、外国企業が消

極的であることの原因となっている

という。 ■

バイオ研究開発では中国企業との提携例はまだほとんど見られ
ないが、特に臨床試験分野では中国の研究機能への関心が高
まっている。パリを本拠地とする薬物探索企業ハイブリジェニ
クス社が 2004年 5月、上海薬物研究所との共同研究で同研究
所が収集している漢方薬の植物エキスの選別を行うことに合意
したのはその一例である。
　また、昨年モロゲン社 ( ベルリン ) は、再生医療の美宝国際
グループ (北京 )などと提携し、同グループが提供する免疫刺激
技術および臨床試験ノウハウと、自社がもつ細胞を利用したワ
クチン技術とを組み合わせてがんワクチンを開発するための共
同研究を行っていくことを発表した。モロゲン社が契約した提

携先には北京の斯泰康社や中山大学がんセンター ( 広州 ) から
分かれたダブルバイオプロダクツ社もあり、各社からは主とし
て臨床試験ノウハウが提供される。モロゲン社最高財務責任者
(CFO) のMatthias Reichel は、斯泰康社のような提携先を選
んだことについて、「臨床試験の経験以外にも、彼らは我々と
補完し合うようなノウハウをもっているためです」と説明して
いる。遺伝子治療を取り扱う深 市賽百諾遺伝子技術社会長兼
最高経営責任者 (CEO) の Zhaohui Peng は、「外国のバイオ
企業は自社にない技術をもつ中国企業との提携事業に投資した
がってきています」と断言している。                                    SL

ヨーロッパのバイオ企業が進める研究開発業務提携
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